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個人情報保護法の制度的課題に対する考え方について 
（個人データ等の取扱いにおける本人関与に係る規律の在り方） 

令和７年２月５日 
個人情報保護委員会 

 
令和７年 1 月 22 日に決定・公表した「「個人情報保護法 いわゆる３年ごと見直しに係る

検討」の今後の検討の進め方について」の「３ 制度的な論点の再整理について」におい
て、事務局ヒアリング等の結果を踏まえて追加的に検討すべき論点と、中間整理で示された
個別検討事項を含め、一般法としての個人情報保護法の基本的な在り方の観点から検討すべ
き制度的な論点を再整理した。 

本文書は、この「制度的な論点」の三つの項目のうち、「(1)個人データ等の取扱いにおけ
る本人関与に係る規律の在り方」の中に記載された各論点について、想定される具体的な規
律の方向性に関する考え方等を示すものである。今後、本文書の内容も踏まえつつ、ステー
クホルダーとの議論を続けていくこととする。 
 
 

１ 個人の権利利益への影響という観点も考慮した同意規制の在り方 
(1) 統計作成等、特定の個人との対応関係が排斥された一般的・汎用的な分析結果の獲得と
利用のみを目的とした取扱いを実施する場合の本人の同意の在り方 

【規律の考え方】 
 統計情報等の作成 （注１）のために複数の事業者が持つデータを共有し横断的に解析す

るニーズが高まっていること、特定の個人との対応関係が排斥された統計情報等の
作成や利用はこれによって個人の権利利益を侵害するおそれが少ないものであるこ
とから、このような統計情報等の作成にのみ利用されることが担保されていること
等 （注２）を条件に、本人同意なき個人データ等の第三者提供及び公開されている要配
慮個人情報の取得を可能としてはどうか（注３）。 
注１：統計作成等であると整理できる AI 開発等を含む。 
注２：個人データ等が統計情報等の作成にのみ利用されることを担保する観点等から、

個人データ等の提供元・提供先及び公開されている要配慮個人情報の取得者における
一定の事項（提供元・提供先、取得者の氏名・名称、行おうとする統計作成等の内容
等）の公表、統計作成等のみを目的とした提供である旨の書面による提供元・提供先
間の合意、提供先及び取得者における目的外利用及び第三者提供の禁止を義務付ける
ことを想定。 

注３：具体的な対象範囲や公表事項等はステークホルダーの意見をよく聞きながら個人
情報保護委員会規則（以下「委員会規則」という。）等で定めることを想定している。 

 行政機関等の取り扱う保有個人情報についても同様に、利用目的以外の目的のため
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の提供に係る「統計の作成」の例外規定の対象を、統計情報等の作成に拡大してはど
うか。 

 
(2) 取得の状況からみて本人の意思に反しない取扱いを実施する場合の本人の同意の在り方 
【規律の考え方】 

 個人データの第三者提供等が契約の履行のために必要不可欠な場合を始め、目的外
利用、要配慮個人情報取得又は第三者提供が本人の意思に反しないため本人の権利
利益を害しないことが明らかである場合（注４）について、本人の同意を不要としては
どうか。 
注４ ：例えば、本人が、事業者 A の運営するホテル予約サイトで事業者 B の運営するホ

テルの宿泊予約を行ったため、事業者 A が事業者 B に当該本人の氏名等を提供する場
合や、金融機関が海外送金を行うために送金者の情報を送金先の金融機関に提供する
場合等が想定される。具体的な対象範囲はステークホルダーの意見をよく聞きながら
委員会規則等で定めることを想定している。 

 
(3) 生命等の保護又は公衆衛生の向上等のために個人情報を取り扱う場合における同意取得
困難性要件の在り方 

【規律の考え方】 
 人の生命、身体又は財産の保護のための例外規定及び公衆衛生の向上又は児童の健

全な育成の推進のための例外規定について、現行制度においては「本人の同意を得
ることが困難であるとき」という要件が付されているが、事業者・本人の同意取得手
続に係る負担を軽減し、個人情報のより適正かつ効果的な活用及びより実効的な個
人の権利利益の侵害の防止につなげる観点から、 「本人の同意を得ることが困難であ
るとき」のみならず、 「その他の本人の同意を得ないことについて相当の理由がある
とき」（注５）についても、上記例外規定に依拠できることとしてはどうか。 
注５：例えば、（公衆衛生の向上のために特に必要である一方で、）本人のプライバシー

等の侵害を防止するために必要かつ適切な措置（氏名等の削除、提供先との守秘義務
契約の締結等）が講じられているため、当該本人の権利利益が不当に侵害されるおそ
れがない場合等が想定される。具体的な事例についてはステークホルダーの意見をよ
く聞きながらガイドライン等において明確化することを想定している。 

 
(4) 病院等による学術研究目的での個人情報の取扱いに関する規律の在り方 
【規律の考え方】 

 医学・生命科学の研究においては、研究対象となる診断 ・治療の方法に関する臨床症
例の分析が必要不可欠であり、病院等の医療の提供を目的とする機関又は団体によ
る研究活動が広く行われている実態があることから、目的外利用規制、要配慮個人
情報取得規制、第三者提供規制に係るいわゆる学術研究例外に依拠することができ
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る主体である「学術研究機関等」に、医療の提供を目的とする機関又は団体 （注６）が
含まれることを明示することとしてはどうか。 
注６：例えば、病院や、その他の医療の提供を目的とする機関等（診療所等）が含まれ

ることが想定される。具体的な対象範囲はステークホルダーの意見をよく聞きながら
ガイドライン等において明確化することを想定している。 

 

２ 本人への通知が行われなくても本人の権利利益の保護に欠けるおそれが少な
い場合における漏えい等発生時の対応の在り方 

【規律の考え方】 
 現行法上、個人情報取扱事業者は、漏えい等報告の義務を負うときは、本人への通知

が困難な場合を除き、一律に本人への通知義務を負うこととなるが、本人への通知
が行われなくても本人の権利利益の保護に欠けるおそれが少ない場合 （注７）について、
本人への通知義務を緩和し、代替措置による対応を認めることとしてはどうか。 
注７：例えば、サービス利用者の社内識別子（ID）等、漏えいした情報の取得者におい

て、それ単体ではおよそ意味を持たない情報のみが漏えいした場合などが想定される。
具体的な対象範囲はステークホルダーの意見をよく聞きながら委員会規則等で定める
ことを想定している。 

 行政機関等についても同様の改正を行うこととしてはどうか。 
 

３ 心身の発達過程にあり、本人による関与等の規律が必ずしも期待できない子
供の個人情報等の取扱い 

【規律の考え方】 
 子供は、心身が発達段階にあるためその判断能力が不十分であり、個人情報の不適

切な取扱いに伴う悪影響を受けやすいこと等から、子供の発達や権利利益を適切に
守る観点から、一定の規律を設ける必要があるのではないか。その場合、対象とする
子供の年齢については、現在の運用の基礎となっている Q&A の記載 （注８）や、GDPR
の規定（注９）などを踏まえ、16 歳未満としてはどうか。 
注８ ： 「 「個人情報の保護に関する法律についてのガイドライン」に関する Q&A」Ｑ１

－62 
注９：GDPR 第 8 条 

 16 歳未満の者が本人である場合における、本人からの同意取得や本人への通知等に
係る規定について、原則として、当該本人の法定代理人からの同意取得や当該法定
代理人への通知等を義務付けることとしてはどうか。その上で、一定の場合 （注 10）に
ついては、例外的に、本人からの同意取得や本人への通知等を認める必要があるの
ではないか。 
注 10：例えば、本人が 16 歳未満であることを事業者が知らないことについて正当な理

由がある場合、法定代理人が本人の営業を許可しており、事業者が当該営業に関して
個人情報を取得した場合、本人に法定代理人がない又はそのように事業者が信ずるに
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足りる相当な理由がある場合が想定されるのではないか。 
 16 歳未満の者を本人とする保有個人データについて、違法行為の有無等を問うこと

なく利用停止等請求を行うことを可能としてはどうか。その場合において、一定の例
外事由（注 11）を設ける必要があるのではないか。 
注 11 ：例えば、法定代理人の同意を得て取得された保有個人データである場合、要配慮

個人情報の取得に係る例外要件と同種の要件に該当する場合、本人が 16 歳以上である
と信じさせるために詐術を用いた場合、法定代理人が本人の営業を許可しており、事
業者が当該営業に関して保有個人データを取得した場合等が想定される。 

 未成年者の個人情報等を取り扱う事業者は、当該未成年者の年齢及び発達の程度に
応じて、その最善の利益を優先して考慮した上で、未成年者の発達又は権利利益を害
することのないように必要な措置を講ずるよう努めなければならない旨の責務規定、
及び、個人情報の取扱いに係る同意等をするに当たって、法定代理人は、本人の最善
の利益を優先して考慮しなければならない旨の責務規定を設けてはどうか。 

 法定代理人の関与及び責務規定については、行政機関等についても同様の改正を行
うこととしてはどうか。 

 
以上 


